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令　和　６　年　度 
 

  

 　仕　 様 　書 

 
件 名　令和６年度 関東地方整備局車両管理業務 

 
１．概要 
 
　　　本業務は、関東地方整備局（以下「発注者」という。）の所掌業務を遂行するにあた

り、管内の事務・事業の実施に係る調整をはじめ、地震・異常気象による災害や事故発
生時（以下「災害等」という。）の対応で必要となる車両の運行を確保するとともに、
これに必要な車両の管理を委託するものである。 

      受注者は本業務の履行に関し、道路交通法令等を遵守し、交通マナーを守り、安全、
正確かつ迅速に業務を実施しなければならない。 

      なお、本業務は、入札時に企業の業務実績、配置予定の車両管理責任者及び車両管理
員の業務経験・能力、評価テーマに対する技術提案を受け付け、価格以外の要素と入札
価格を総合的に評価して落札者を決定する総合評価落札方式の対象業務である。 

 
 
２．履行期間及び履行時間 
 
　１）本業務の履行期間は、令和６年４月１日から令和７年３月３１日までとする。 
　　　ただし、原則として行政機関の休日に関する法律に規定する行政機関の休日（以下　
　　「休日」という。）を除いた日とする。 
 
　２）本業務を履行する時間は、９時１５分から１８時００分のうち７時間４５分とする。 
 
　３）前各項の規定にかかわらず、発注者の業務の都合により必要があると認めたときは、
　　１）に定める日以外の日及び２）に定める時間以外の時間においても本業務の履行を行
　　うことができるものとする。 
 
  ４）発注者の都合により必要があると認めたときは、宿泊を伴う本業務の履行を行うこと
　　ができるものとする。 
 
　５）前各項の規定にかかわらず、発注者の指示する職員（以下「担当職員」という。）は
　　５．で定める管理対象車両について、１）に規定する履行期間において、一切の業務の
　　履行を求めない車両がある場合、車両管理責任者又は車両管理責任者代理に対して前日
　　までにその指示を行うものとする。ただし、災害等の緊急時に対応する場合はこの限り
　　ではない。 
　　　なお、１）に規定する履行期間のうち、一切の業務の履行を求めない日は５．で示す
　　管理対象車両について、計１０日を予定している。 
 
 
３．車両管理責任者、車両管理責任者代理及び車両管理員の選任 
 
　１）受注者は、本業務の履行に際し、車両管理責任者、車両管理責任者代理及び車両管理

員（常時又は定期的に車両を運行・管理する者に代わって臨時的に車両を運行・管理す
る者を含む。以下同じ。）（以下「車両管理責任者等」という。）を定めるものとする。 

 
　２）車両管理責任者は、車両管理責任者代理及び車両管理員を兼ねることはできないもの
　　とする。 
 

３）車両管理責任者等は、受注者が提出した競争参加資格確認申請書に記述した配置予定
の者でなければならない。 
　なお、病休、退職、死亡等やむを得ない理由により、車両管理責任者等を変更する場
合は、当初の者と同等以上の者を配置し発注者の承諾を得なければならない。 
　また、20．４）にいう契約期間中に発注者が定める契約違反に該当するような事態そ
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の他車両管理業務の品質を確保する上で看過できない事態が発生した場合は、発注者は
受注者に対し、理由を附した書面により車両管理責任者等の変更を求めることができる
ものとする。求めに応じ車両管理責任者等を変更する場合は、当初の者と同等以上の者
を配置し発注者の承諾を得なければならない。 

 
４）受注者は、車両管理責任者等を令和６年３月２１日までに定め、次の書面により発注

者に提出し、確認を受けること。 
 
　　①車両管理責任者等届 
　　②車両管理責任者の資格・業務経験 
　　③配置予定の車両管理員の実績等 
　  ④車両管理業務を確実に実施するうえで支障のない健康状態であることを誓約する書類 
　　⑤連絡体制表（車両管理責任者及び車両管理責任者代理の連絡先を明記。受注者は、担
　　　当職員からの指示等に迅速かつ確実に対応できる体制を確保すること。） 
　　⑥車両管理員で年齢が６５歳以上の者に関しては、適齢診断を受診し、運転に支障が無

いことを受注者が証明した書面 
 

５）車両管理責任者等の資格は次表のとおりとする。 
　　  なお、年数の算定においては、特に定めのない限り、令和６年２月１日現在を基準　
　　とする。 
 
　区　　　分 　　　　　　　 資　　　　　　　格　　　　　　　等

 
車 両 管 理 　①～③いずれかの条件を満たし、④に該当する者 
　　　責 任 者  
 　①　道路交通法第７４条の３に定める安全運転管理者の選任を受け、

　　１年以上の運転管理の実務経験を有する者 
　②　３年以上の運転管理の実務経験を有する者 
　③　道路運送法又は貨物自動車運送事業法に定める運行管理者の資格
　　を有し、１年以上の運転管理の実務経験を有する者 
　④　関東地方整備局管内に常駐できる者 
 
　注）運転管理の実務とは、「自動車の運転手に対し、運転について 
　　　指示、指導し監督すること」をいう。

車両管理 　車両管理責任者に求める資格等に同じ
　　責任者代理

車 両 管 理 員 　①～④すべての条件を満たす者 
   　　ただし、５．１）⑦に示す車両については、①～③及び⑤のすべて

　の条件を満たす者 
 
　①　平成３１年４月１日以降に自動車の運転を業務としていたａ)又は
　　ｂ)の実務経験を有する者 
　 　　ａ) 人員輸送の業務経験を１年以上有する者 
　　　　　（令和６年３月３１日現在で１年を経過するものを含む） 
　 　　ｂ) ａ)以外の業務経験を３年以上有する者 
　②　車両の運行等に支障のない健康状態であることを証明できる者 
　　　なお、証明とは医師による健康診断書（提出前１年以内に作成さ
　　れた健康診断書）に基づく受注者の誓約書による証明をいう。 
　③　年齢が７０歳未満の者（６５歳以上の者は適齢診断（高齢運転者

のための適性診断として国土交通大臣が認定したものをいう。）※を
受診し、運転に支障が無いことを受注者が証明すること。）（令和
６年４月１日現在） 

　　※適齢診断については業務開始日の１年以内に受診していることを
条件とする。 

　④　普通自動車運転免許を取得し、免許を受けていた期間が３年以上
　　の者 
　⑤　中型自動車運転免許（８ｔ限定条件を除く）又は大型自動車運転
　　免許を取得し、免許を受けていた期間が３年以上の者 
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４．車両管理責任者等の業務 
 
　  車両管理責任者等は、以下の業務内容について適正に履行しなければならない。 
 
　１）車両管理責任者 

一　車両管理責任者は、本業務全体を管理し本業務に支障をきたさないよう対策を講じ
なければならない。 

二　車両管理責任者は、災害等の緊急時を含め常に車両管理員に対し迅速かつ確実に連
絡出来る体制を整備しておかなければならない。 

三　車両管理責任者は、車両管理員の健康状態に留意し、良好な状態を保つよう努め、
本業務の遂行に支障がないようにしなければならない。また、車両管理責任者は、車
両管理員の健康状態について担当職員から報告を求められたときは、これに応じなけ
ればならない。 

四　車両管理責任者は、本業務の円滑な履行を図るため、担当職員と毎月１０日までに
打合せを行うものとし、その結果について車両管理業務打合簿（様式３）に記録し相
互に確認しなければならない。 

また、車両管理責任者と担当職員は、必要の都度打合せを行うものとし、その結果
　　　についても車両管理業務打合簿（様式３）に記録し相互に確認しなければならない。 

五　車両管理責任者は、一日の業務が終了したときは車両管理員に車両管理確認日誌　
（様式１）を作成させ担当職員に提出しなければならない。 

六　車両管理責任者は、車両管理確認日誌（様式１）に基づき毎月分の車両管理実績報
告書（様式２）を作成し、翌月１０日までに担当職員に提出しなければならない。 

七　車両管理責任者は、担当職員から運行計画、その他車両管理に関する指示を受けた
後、車両管理員に対し、当該運行計画、その他運行に関わる必要な情報及び指示事項
について明確に指示しなければならない。 

八　車両管理責任者は、担当職員から運行計画等の変更指示を受けた場合は迅速かつ確
実に車両管理員に変更の指示を行わなければならない。 

九　車両管理責任者は、道路運送車両法第４７条の２に定める日常点検整備について、
車両管理員に実施させなければならない。また、車両管理員が日常点検で異常を発見
した場合、又は車両運行中に異常が発生した場合は直ちに報告させ、適切な措置を講
じるよう指示するとともに、担当職員に速やかに報告し、その指示に従うこととする。 

　　　　なお、整備、洗車等を本業務の履行時間外に行う必要がある場合には、担当職員か
らの指示もしくは承諾を得て車両管理員へ指示するものとする。 

十　車両管理責任者は、車両の運行前及び運行後に目視等による確認の他受注者が用意
するアルコール検知器（国家公安委員会が定めるもの）により車両管理員の酒気帯び
の有無を確認し、確認した内容を記録し、担当職員に提出しなければならない。 

 
　２）車両管理責任者代理 

車両管理責任者代理は、発注者が車両管理責任者に連絡が取れない場合において、
車両管理責任者に代わり発注者の指示又は連絡を受ける任にあたるものとし、車両管
理員に対し必要な指示又は連絡を迅速かつ確実に行わなければならない。 

 
　３）車両管理員 

一　車両管理員は、本業務の履行にあたっては、車両管理責任者（車両管理責任者代理
を含む。以下、４．に同じ。）の指示のみにより業務を行うものとする。 

　　　  また、常に委託車両が良好な状態で運行できるよう管理しておかなければならない。 
二　車両管理員は、道路運送車両法第４７条の２に定める日常点検整備を実施しなけれ

ばならない。また、運行中等で異常が発生したときは直ちに車両管理責任者に報告し
なければならない。 

三　車両管理員は、車両の運行中は安全運転に専念し運転業務が終了したときは、その
旨を速やかに車両管理責任者に報告しなければならない。 

四　車両管理員は、一日の業務が終了したときは車両管理確認日誌（様式１）に当日 
  行った８．に規定する業務全ての内容を記載し車両管理責任者に提出しなければなら

ない。 
なお、事前に車両の運行予定があったものの、当日車両の運行がなかった場合及び

災害等の緊急事態における待機についても、その旨記載すること。 
五　車両管理員は、委託車両の整備、洗車等を原則として２．２）に規定する業務の履

行時間内に適宜行うものとする。 
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なお、整備、洗車等を本業務の履行時間外に行う必要が生じたときは、車両管理責
任者の指示を得て行わなければならない。 

 
 
５．管理対象車両 
 
   １）発注者が受注者に管理を委託する車両は、以下のとおりである。 
 
　　　①　小型貨物自動車　ホンダ　ステップワゴン (横浜504は807　1,990cc) 
　　　　　初年度登録：平成25年12月 
　　　　　(取得価格：2,063,104円)　　　 走行実績：178,231km(R5.12月末時点)  
 
　　　②　小型貨物自動車　ホンダ　ステップワゴン (横浜504ま2932　1,990cc) 
　　　　　初年度登録：平成26年12月 
　　　　　(取得価格：2,067,536円)　　　 走行実績：136,089km(R5.12月末時点)  
 
 
　　　③　小型貨物自動車　ニッサン　セレナ (横浜505め1540　1,190cc) 
　　　　　初年度登録：令和4年10月 
　　　　　(取得価格：3,345,021円)　　　 走行実績：10,823km(R5.12月末時点)  
 
　　　④　小型貨物自動車　ニッサン　セレナ (横浜505は9654　1,997cc) 
　　　　　初年度登録：令和2年9月 
　　　　　(取得価格：2,537,728円)　　　 走行実績：28,045km(R5.12月末時点)   
 
　　　⑤　小型貨物自動車　ニッサン　セレナ (横浜505に9152　1,997cc) 
　　　　　初年度登録：令和元年6月 
　　　　　(取得価格：2,294,560円)　　　 走行実績：46,914km(R5.12月末時点)  
 
　　　⑥　小型貨物自動車　トヨタ　シエンタ (横浜505と6377　1,490cc) 
　　　　　初年度登録：平成30年10月 
　　　　　(取得価格：1,830,600円)　　　 走行実績：33,418km(R5.12月末時点)  
 
　　　⑦　乗合自動車　三菱　ローザ (横浜200さ2794　2,998cc) 
　　　　　初年度登録：令和3年8月 
　　　　　(取得価格：8,181,660円)　　　 走行実績：20,107km(R5.12月末時点)  
 
　　　⑧　小型貨物自動車　ホンダ　ステップワゴン (横浜504ぬ7947　1,990cc) 
　　　　　初年度登録：平成25年6月 
　　　　　(取得価格：2,219,340円)　　　 走行実績：128,178km(R5.12月末時点)  
 
　　　　なお、発注者の事情により、車両を変更（車両の増減を含む。）する場合は、受注
　　　者に対して事前に通知するものとする。 
　　　　この場合、契約金額等を変更する必要があるときは、発注者と受注者とが協議して
　　　定めるものとする。 
 
　 ２）管理を委託する車両の保管場所は、以下のとおりである。 
 
　　　 ①、②　横浜市中区北仲通５－５７　　　　　関東地方整備局 地下駐車場 
　　　 ③～⑦　横浜市中区新港１－６－１　　　　　京浜港湾事務所 車庫 
　　　 ⑧　　　横浜市神奈川区橋本町２－１－４　　横浜港湾空港技術調査事務所 車庫 
 
   ３）常に運行できる体制をとるべき台数は、７台とする。 
 
　 ４）業務の都合等により、車両管理責任者等以外の者が運行する場合もある。 
 
 
６．運行区域 
 
  　管理対象車両を運行する区域は発注者の所掌事務に係る事業区域（別紙１）及び発注者
　が別途指示する区間とする。 
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７．基本走行距離 
 
　  管理対象車両１ヶ月あたりの基本走行距離は、以下のとおりとする。 
 
　　①小型貨物自動車 ホンダ ステップワゴン(横浜５０４は　８０７)１，２００ｋｍ／月 
　　②小型貨物自動車 ホンダ ステップワゴン(横浜５０４ま２９３２)１，２００ｋｍ／月 
　　③小型貨物自動車 ニッサン セレナ　　　(横浜５０５め１５４０)　　７００ｋｍ／月 
　　④小型貨物自動車 ニッサン セレナ　　　(横浜５０５は９６５４)　　７００ｋｍ／月 
　　⑤小型貨物自動車 ニッサン セレナ　　　(横浜５０５に９１５２)　　７００ｋｍ／月 
　　⑥小型貨物自動車 トヨタ シエンタ　　　(横浜５０５と６３７７)　　７００ｋｍ／月 
　　⑦乗合自動車 　　三菱 ローザ　　　　　(横浜２００さ２７９４)　　７００ｋｍ／月 
　　⑧小型貨物自動車 ホンダ ステップワゴン(横浜５０４ぬ７９４７)　　８００ｋｍ／月 
 
 
８．業務内容 
 
　１）業務の内容は、次に掲げるとおりとする。 
 
　　 ア 車両の運行前点検（別添１） 
　　 イ 車両の保守点検及び管理（車検及び法定定期点検整備を除く。） 
　　 ウ 車両の運行 
　　 エ 燃料及び油脂類等の補給 
　　 オ 車両の清掃 
　　 カ 車両の運行に際し、一時的に必要となる支払業務 
　　 キ 事故処理に関する事務 
　　 ク 自動車保険に関する事務（自動車損害賠償保障法に基づく強制保険に係る事務を 
　　　除く） 
　　 ケ 道路交通情報の収集及び収集情報の運行業務への反映 
　　 コ 前各号の業務に附帯する業務 
 
　２）車両の運行に際し、次の各号に要する費用は発注者が負担するものとする。 
 
　 　ア　有料道路等の通行に関する費用 
　　 イ　フェリー等の乗船に関する費用 
　　 ウ　業務の必要により予め担当職員が認めた駐車料金 
 
　３）次の各号に掲げる業務等の費用については、発注者の負担とする。 
 
　　 ア　車検・法定定期点検整備 
　　 イ　自動車損害賠償保障法に基づく強制保険に係る事務 
　　 ウ　タイヤ、バッテリー、ベルト類、タイヤチェーン、シートカバー等の交換購入、エ
　　　　アーコンディショナー、タイヤパンク等の修理調整。 
     　　ただし、受注者の責めに帰すべき事由による修理等の費用は、受注者の負担とする。 
 
９．燃料、油脂類及び消耗品 
 
　　次表に掲げる燃料、油脂類及び消耗品については、受注者が自らの負担により行うこと。 

    区　　分 　　　　　　　　種　　　類　　　等

燃料 小型貨物自動車  ガソリン（レギュラー等車種に適合したもの）

乗合自動車  軽油

油脂類 エンジンオイル、オイルエレメント、グリース
（交換周期が1年
未満のもの）

通常の車両管理に ウィンドウォッシャー液、バッテリー液、ワックス、ウエス、ラジエ
必要な消耗品 ータ液、油膜とり、くもり止め、消臭剤、タイヤクリーナー、セーム

皮、ワイパーブレード、ワイパーゴム、不凍液、シャンプー、洗車ブ
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ラシ、洗車スポンジ、ホイールブラシ、毛ばたき、バケツ、タール落
とし、手袋、ジャッキ、工具類、アドブルー等

　　　補給する油脂類及び消耗品は、車種によるメーカー指定品又は同等品以上とする。 
　　　また、受注者は、車両の走行距離が概ね４，０００ｋｍ毎にエンジンオイルを交換す
　　るものとし、オイルエレメントはエンジンオイルの交換２回につき１回交換するものと
　　する。 
 
 
10. 車両管理業務費用負担区分 
 
　　上記８．～９．に掲げる内容を含む本業務の履行に伴う費用については、別紙２「車両
　管理業務費用負担区分表」によるものとする。 
 
 
11．自動車保険の加入 
 
　１）次の補償金額以上の自動車保険に受注者の負担により加入すること。なお、受注者が
　　契約を締結する自動車保険は、運転者年齢条件、限定運転手等の条件は付けないものと
　し、受注者の定める車両管理員以外の者（受注者に限る）が車両を運行した場合において
　も保険の適用が可能なものとする。 
 
　　　　対人賠償　　　　　　　　　　　　　　　無制限 
　　　　対物賠償　　　　　　　　　　　　　　　無制限 
　　　　搭乗者賠償　　　　１名につき１０００万円以上 
　　　　車両保険　　　　　　　　　　　当該車両査定額 
 
　２）受注者は、前項により自動車保険契約を締結したときは、遅滞なくその保険証券等を
　　発注者に提示し、その写しを提出しなければならない。 
　　　なお、直ちに提出できないときは、契約締結を証明できる関係書類を提出しなければ
　　ならない。 
 
 
12．一般事項 
 
　１）車両の運行計画については、運行の前日までに、担当職員から車両管理責任者又は車
　　両管理責任者代理に提示し、その者から車両管理員に指示すること。 
 
　２）車両管理員は、車両を常に良好な状態に保持するものとし、善良なる管理者の注意を
　　もって車両の管理を行い、本業務以外に車両を使用してはならない。 
 
　３）車両管理員は業務履行中に事故が発生したときは、応急処置にあたるとともに直ちに
　　その状況を車両管理責任者又は車両管理責任者代理に報告し、車両管理責任者又は車両
　　管理責任者代理は担当職員に速やかに連絡しなければならない。 
　　　また、事故の処理に関する事務については、受注者が責任をもって行うこと。 
 
　４）車両及びこれに附帯する物品類を受注者の管理上の責に起因して損傷したときは、受
　　注者において修理しなければならない。また、車両で交通事故を起こした場合も受注者
　　において修理すること。 
 
 
13．災害等の緊急時の出動 
 
　　発注者は、災害等が発生した場合、車両管理責任者又は車両管理責任者代理に対し、車
  両管理員を緊急召集し、災害現場等に出動させることを指示できるものとする。 
　　この場合、担当職員からの指示があってから６０分以内に、運行できる体制を確保する
　ものとする。ただし、担当職員の承諾を得た場合はこの限りではない。 
 
 
14．必要な知識等の確保 
 
　１）受注者は、車両管理責任者等に対して、業務着手前に次の内容の研修を実施し、契約
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　　締結時に安全教育等実施報告書（様式４）を、発注者に提出しなければならない。 
　　 ア 安全・円滑な運行に関する知識・技能を習熟するために道路交通法令等遵守の安全
　　　運転教育 
　　 イ 発注者の事業区域、主たる関係機関及びその周辺部の地理的状況を習熟させる研修 
　　 ウ 発注者から教示を受けた事務所等の業務に関する知識を習熟させる研修 
 
　２）受注者は、車両管理責任者等を変更する場合においても、前項の研修を実施し、安全
　　教育等実施報告書（様式４）を提出しなければならない。 
 
　３）受注者は、道路交通法令等の改正があったとき及び発注者が必要と認める場合には車
　　両管理責任者等に対し、その都度研修等を実施しなければならない。 
 
 
 
15．検査 
 
　　本業務の検査は、１ヶ月毎に行うものとし、当局検査職員の給付完了の確認をもって検
　査とする。 
 
 
16．支払 
 
　　代金は毎月精算払とし、前項の検査完了後、受注者からの適法な請求書を発注者が受理
　した日から起算して３０日以内に支払うものとする。ただし、解約等により履行期間内に
　１ヶ月未満の端数が生じた場合は、当該月の日数により日割計算とする。 
　　この場合１円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 
 
 
17．個人情報の取り扱いについて 
 

１）受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、本業務を履行するための個人情報の取
扱いに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、行政機関の保有する個
人情報の保護に関する法律（平成15年5月30日法律第58号）第６条第２項の規定に基づき、
個人情報の漏えい、滅失、改ざん又はき損の防止その他の個人情報の適切な管理のため
に必要な措置を講じなければならない。 

 
　２）受注者は、本業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不

当な目的に使用してはならない。本業務が終了し、又は解除された後においても同様と
する。 

 
　３）受注者は、本業務を履行するために個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に

対し、その利用目的を明示しなければならない。また、当該利用目的の達成に必要な範
囲内で、適正かつ公正な手段で個人情報を取得しなければならない。 

 
　４）受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、本業務を履行するための利用目

的以外の目的のために個人情報を自ら利用し、又は提供してはならない。 
 
　５）受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、本業務を履行するために発注者

から提供を受けた個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 
 
　６）受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、本業務を履行するための個人情

報については自ら取り扱うものとし、第三者にその取り扱いを伴う事務を再委託しては
ならない。 

 
　７）受注者は、個人情報の漏えい等の事案が発生し、又は発生するおそれがあることを  
    知ったときは、速やかに発注者に報告し、発注者の指示に従うものとする。本業務が終

了し、又は解除された後においても同様とする。 
 
　８）受注者は、本業務を履行するために発注者から貸与され、又は受注者が収集し、若し

くは作成した個人情報が記録された資料等を、本業務の終了後又は解除後速やかに発注
者に返却し、又は引き渡さなければならない。ただし、発注者が、廃棄又は消去など別
の方法を指示したときは、当該指示に従うものとする。なお、発注者指示又は承諾によ
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り個人情報が記録された資料等を複写等した場合には、確実にそれらを廃棄又は消去す
るとともに、証明書（様式５）を発注者に提出しなければならない。 

 
　９）発注者は、受注者における個人情報の管理の状況について適時確認することができる。

また、発注者は必要と認めるときは、受注者に対し個人情報の取り扱い状況について報
告を求め、又は検査することができる 

 
　10）受注者は、本業務に係る個人情報の管理に関する責任者を特定するなど管理体制を定

めなければならない。 
 
　11）受注者は、本業務の従事者に対し、在職中及び退職後においても本業務に関して知り

得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないこ
となど、個人情報の保護に関して必要な事項を周知しなければならない。 

 
 
18．秘密の保持 
 
　１）受注者は、本業務の処理上知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。 
　２）受注者は、車両管理責任者等に対し、秘密の保持を徹底しなければならない。 
　３）前各項に規定する秘密の保持は、本契約終了後も有効に存続する。 
 
 
19．暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置 
 
　１）受注者は、暴力団員等による不当介入を受けた場合は、断固としてこれを拒否するこ

と。また、不当介入を受けた時点で速やかに警察に通報を行うとともに、捜査上必要な
協力を行うこと。 

　　　下請負人等が不当介入を受けたことを認知した場合も同様とする。 
 
  ２）１）により警察に通報又は捜査上必要な協力を行った場合には、速やかにその内容を

記載した書面により発注者に報告しなければならない。 
 
  ３）１）及び２）の行為を怠ったことが確認された場合は、指名停止等の措置を講じるこ

とがある。 
 
　４）暴力団員等による不当介入を受けたことにより工程に遅れが生じる等の被害が生じた

場合は、発注者と協議しなければならない。 
 
 
20．その他 
 
　１）超過料金等については、次により算出する。 
 
　　 ア 過不足走行距離 

１ヶ月あたりの基本走行距離を超過したときは、超過した走行距離に過不足走行
料を乗じた額を支払うものとし、基本走行距離に満たないときは、その距離に過不
足走行料を乗じた額を基本月額から控除する。 

　        過不足走行距離の算定に当たっては、車両毎に算定することとし、５．４）によ
り車両管理責任者等以外の者が運行した距離も含めて算定するものとする。 

 
　　 イ 業務を履行しなかった場合 

発注者の指示により一切の業務の履行をしなかった日があるとき、又は受注者の
責任に帰すべき事由により業務を遂行できなかったときは、その日数に基本日額を
乗じた額（時間単位の場合は、その時間数に１時間あたりの単価を乗じた額）を基
本月額から控除する。 

なお、業務を履行しなかった日及び時間数は１ヶ月分を合計するものとし、その
合計に１時間未満の端数が生じたときは、１時間に切り上げるものとする。 

 
　　 ウ 履行時間外に業務を履行した場合 
　　　　　２．２）で定める履行時間以外又は休日に業務を履行した場合は、１時間につき

「履行時間外に業務を履行した場合（上記以外の時間）」又は「休日に業務を履行
した場合（上記以外の時間）」により算出する金額を支払うものとする。なお、午
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後１０時から翌日午前５時までの間は、「履行時間外に業務を履行した場合（２２
時から翌日５時まで）」又は「休日に業務を履行した場合（休日の２２時から翌日
５時まで）」により算出する金額を支払うものとする。 

　　　　　ただし、履行時間外の時間数は１ヶ月分を合計するものとし、その合計に１時間
未満の端数が生じたときは、３０分以上は１時間に切り上げ、３０分未満は切り捨
てるものとする。 

 
　　 エ 宿泊を伴った場合 
　　　　　業務履行上宿泊が生じた場合は、１泊につき宿泊料相当額を発注者が負担するも

のとする。 
 
　２）ＥＴＣが使用できない有料道路を通行する場合は、受注者が通行料の支払を行い、通
　　行料領収証を発注者に提出するものとする（発注者が高速券を提供できる場合を除く）。 
　　　フェリー等に乗船する場合は、受注者が車両及び車両管理員に係る乗船料の支払を行
　　い、乗船料領収証を発注者に提出するものとする。 
　　　業務の必要により予め担当職員が認めた有料駐車場に駐車した場合は、受注者が駐車
　　料金の支払を行い、駐車料領収書を発注者に提出するものとする。 
　　　上記の支払については、当該業務を実施した月毎の精算払いとする。 
 
　３）低入札価格調査を経て契約を行った場合については、業務の履行に必要な知識及び提
　　案事項等の車両管理員への研修等の教育の実施状況、車両管理責任者及び車両管理責任
　　者代理の車両管理員に対する指導状況及び本業務に係るコストの内訳その他の車両管理
　　業務の品質の確保の観点から必要な事項について概ね年３回程度、報告書（様式６）の
　　提出を求めるものとする。 
 
　４）受注者は、契約期間中に発注者が定める契約違反に該当するような事態その他車両管
　　理業務の品質を確保するうえで看過できない事態（別紙３）が発生した場合は、当該事
　　態の具体的な内容を速やかに書面にて発注者へ報告しなければならない。なお、車両管
　　理業務の品質を確保するうえで看過できない事態が発生した場合の報告は（様式７）に
　　よるものとする。 
 
　５）受注者は、本業務において提案された総合評価項目について、適切に履行すること。 
　　　ただし、受注者の責めによらない理由により、提案された総合評価項目が履行できな
　　い場合で、発注者の承諾を得たものはこの限りではない。 
 
　６）本仕様書に記載なき事項に疑義が生じた場合は、両者協議のうえ決定するものとする。 
 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上 
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（様式１） 

車両管理確認日誌 

 

 

 

        年    月    日（    曜） 

 

車両登録番号 

 

 

車両 

管理員 

 

                 

 

業務内容※１、※２ 

 

時間※３ 

 

走行距離※４ 

 

同乗者及び人数 

 

 

    時   分～ 

   時   分 

 

          Km 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

始  業  時  間 

 

            時          分 

 

前日の累計キロ数 

 

                        Km 

 

終  業  時  間 

 

            時          分 

 

本日の走行キロ数 

 

                        Km 

 

時 間 外 割 増 

 

の対象時間数 

 

            時          分 

 

走行キロ数累計 

 

                        Km 

 

(深夜)      時          分 

 

燃料給油量 

 

                         

 

 有料道路通行料 

 

 

 

 

 

 

  備   考 

 

 

 

 

 

 

 

 

□運行前酒気帯び無し確認済    □運行後酒気帯び無し確認済 

（注）徹夜作業における日の区分は、０時をもって行うこと。 

 

※１ 業務内容には、車両管理を行った内容を記載し、運行を行った場合は行き先（経由地を含む）を

記載すること。 

 ※２ 運行予定が入っていたが、当日運行がなかった場合も業務内容にその旨記載すること。 

  ※３ 業務に要した時間を記載すること。 

  ※４ 業務内容が運行の場合は走行距離（単位：ｋｍ）を記載し、それ以外は「－」を記載すること。 

  ※５ 災害等の緊急事態に伴い待機の指示があった場合は「待機（○○のため）」と記載すること。
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（様式２）

令和　　　年　　　月分

管理対象車両：

平日 平日深夜 休日 休日深夜
月　日 運行時間

車　両　管　理　実　績　報　告　書

給油
(Ｌ)

オイル
(Ｌ)

宿泊 備　考
時間外（時間　分） 距離

(km)

合　計
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  （様式３） 

車両管理業務打合簿 

 

 

発 議 者 

 

□ 発注者  □ 受注者 

 

発議年月日 

 

令和  年  月  日 

 

発議事項 

 

□指示 □協議 □通知 □承諾 □提出 □報告 □届出 □その他(  ) 

 

業 務 名 

 

 
 
（内容） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

処 

 

理 

 

・ 

 

回 

 

答 

 

 

 

 

発

注

者 

 

 

上記について □指示・□承諾・□協議・□通知・□受理 します。 

              □その他(  ) 

 

 

                     令和  年  月  日  

 

 

受

注

者 

 

 

 

上記について □了解・□協議・□提出・□報告・□届出 します。 

       □その他(  ) 

 

 

                                          令和  年  月  日  

 

 

 
       （注）打合せの都度２部作成し、 
 
             各々保管する。 
 

 

 

 

 
 
担当職員 
 

 
 
 
 
 

 

 

 

 
車両管理 
責 任 者 
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 （様式４） 

 

                            令和  年  月  日 

 

  （発注者） 

            様  

                       （受注者） 

                                                                             

 

安全教育等実施報告書 

 

 

実施日 

 

令和  年  月  日 

 

実施場所 

 

 

 

 

 参加者氏名 

 

 

 

 

 

 

 

 研修等内容 
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（様式５） 

 

令和  年  月  日 

 

証 明 書 

 

 

 

 （発注者） 

            様 

 

 

受注者：            

 

証明者：                 

 

 

 

業務名：               

 

 

 

 

   個人情報が記録された資料等について、廃棄又は消去したことを証明します。 

 

 

 

 

 

（※証明者について、「車両管理責任者」が行うものとする。） 
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（様式６） 

 

令和  年  月  日 

 

報 告 書 

 

 

 （発注者） 

            様 

 

                           （受注者） 

                                           

                            担 当 者 名 

 

 

 

車両管理業務仕様書 ２０．その他 ３）に基づく報告を以下のとおり行います。 

 

 

１．車両管理員への研修等の教育の実施状況 

 

 

 

 

   

２．車両管理責任者の車両管理員に対する指導状況 

 

 

 

 

 

３．低入札価格調査時に提示したコストの内訳の状況 

 

 

 

 

   

４．その他発注者が必要と認める事項 

 

 

 

 

 

 

 

15



 （様式７）                                                 

令和  年  月  日 

 

  （発注者） 

               様   

 

                                      （受注者） 

                                                                                 

 

 

発注者の定める品質を確保する上で看過できない事態についての報告 

 

 

 標記について、「発注者の定める品質を確保する上で看過できない事態」が発生しましたので、

下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１．発生日時 

２．発生場所 

３．車両管理員氏名 

４．車両番号 

５．看過できない事態の具体的な内容 

６．上記５についての具体的措置、今後の対応方針等 
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別紙１ 

 

運 行 区 域 等 

     

関東地方整備局管内 

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県及び長野県 

 

  ◇主な運行地域 

   上記整備局管内のうち、東京都内及び神奈川県内 

    

  ◇関東地方整備局 

      名  称                           所  在  地 

   関東地方整備局                        神奈川県横浜市中区北仲通 5-57 

   関東地方整備局首都圏臨海防災センター  神奈川県川崎市川崎区東扇島 58-15 

   鹿島港湾・空港整備事務所              茨城県鹿嶋市大字粟生 2254 

   鹿島港湾・空港整備事務所 茨城港出張所  茨城県ひたちなか市阿字ヶ浦千駄切 552-7 

千葉港湾事務所             千葉県千葉市中央区中央港 1-11-2 

東京港湾事務所             東京都江東区新木場 1-6-25 

東京空港整備事務所           東京都大田区羽田空港 3-3-1 

京浜港湾事務所              神奈川県横浜市中区新港 1-6-1 

東京湾口航路事務所           神奈川県横須賀市新港町 13 

特定離島港湾事務所           東京都品川区北品川 1-3-12 

横浜港湾空港技術調査事務所      神奈川県横浜市神奈川区橋本町 2-1-4 

                                                               

   ◇主な関係機関等 

       名  称                           所  在  地 

   国土交通省                     東京都千代田区霞が関 2-1-3 

関東地方整備局（さいたま庁舎）     埼玉県さいたま市中央区新都心 2－1 

   九段第二合同庁舎            東京都千代田区九段南 1-1-15 

   茨城県庁                茨城県水戸市笠原町 978-6 

千葉県庁                       千葉県千葉市中央区市場町 1-1 

   東京都庁                       東京都新宿区西新宿 2-8-1 

   神奈川県庁                     神奈川県横浜市中区日本大通 1 

   千葉市役所                     千葉県千葉市中央区千葉港 1-1 

   横浜市役所                     神奈川県横浜市中区本町 6-50-10 

   川崎市役所                     神奈川県川崎市川崎区宮本町 1 

横須賀市役所              神奈川県横須賀市小川町 11 
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別紙２

発注者 受注者

１．法定点検整備（車検・定期点検）

・法定点検整備代 ●

・自動車重量税 ●

・自賠責保険料 ●

・点検整備に必要な油脂類及び消耗品等

（通常、交換周期が点検整備時期によるもの） ●

２．一般整備・修理

・経年劣化による本体部品、付属品取替 ●

・オプション機器の取替 ●

・タイヤ交換購入、パンク修理 ●

・電気的、機械的故障 ●

・エアーコンディショナー修理調整 ●

・タイヤローテーション、バランス調整 ● 夏用タイヤ及びスタッドレス相互の履き替え等

・バッテリー交換購入 ●

・ベルト交換購入 ●

・タイヤチェーン交換購入 ●

・車両管理業務における車両損傷修理 ●

３．燃料及び油脂（交換周期が１年未満のもの）

・燃料（ガソリン） ●

・エンジンオイル ● 4,000ｋｍ毎

・オイルエレメント ● エンジンオイル交換2回に1回交換

・グリース ●

４．消耗品類

・通常の車両管理に必要な消耗品 ●

・シートカバー交換 ●

５．その他

・有料道路等通行料 ●

・フェリー等の乗船料 ●

・駐車場代 ●

・事務用品費等 ●

※ただし、受注者の責に帰すべき事由による場合は、上記によらず受注者が負担する。

ウィンドウォッシャー液、バッテリー液、ワックス、ウエス、ラジ
エータ液、油膜とり、くもり止め、消臭剤、タイヤクリーナー、
セーム皮、ワイパーブレード、ワイパーゴム、不凍液、シャン
プー、洗車ブラシ、洗車スポンジ、ホイールブラシ、毛ばた
き、バケツ、タール落とし、手袋、ジャッキ、工具類、アドブ
ルー等

【車 両 管 理 業 務 費 用 負 担 区 分 表】

項目 備考

スパークプラグ、エアークリーナー、パワーステアリングオイ
ル、クラッチフルード、燃料フィルター、ブレーキフルード、
オートマオイル等

電球、バルブ類、ブレーキパット、フロアマット、電池（キー
用）等

事故（自損事故、相手方不詳の事故含）、飛び石等によるフ
ロントガラス損傷等
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別紙３ 

発注者の定める品質を確保する上で看過できない事態の例 

 

災害対応時に車両管理責任者等に１時間以上連絡不能（勤務時間外を想定） 

 

災害対応時に指定された時間内に運行体制がとれなかった  

＊ただし、発注者が真にやむを得ないと認める場合は除く。 

車両管理業務実施中の死亡事故の発生 

 

車両管理業務実施中の負傷事故の発生 

 

車両管理業務実施中の物損（受注者の管理上の責に起因する場合） 

 

車両管理責任者等と３０分以上連絡不能 

＊ただし、３０分以内なら品質確保が保たれていると判断するものではなく、常に担当職員と迅速かつ確

実な連絡体制を確保すること。 

経路間違いまたは経路不知による到着時間の３０分以上の遅延 

 

車両の点検項目に記載のある事項における故障 

車両管理業務実施中の交通違反による点数の減点または罰金 

 

是正措置要求を受け報告を求められた場合における報告の提出期限の遅延 

＊総合評価落札方式により落札者の決定を行った契約に限る。 

車両管理員が休暇等による際の代替車両管理員の配置不能・遅延 

 

行政情報流出防止（守秘義務）に反した場合 
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別 添 １

車 種 ・ 車 名 車 両 番 号 車 両 管 理 員 年　　　　　　　月
　　　　　　　　　　　　

点検内容 点検日 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

ブレーキペダル

駐車ブレーキ

ｳｨﾝﾄﾞ･ｳｫｯｼｬ

ワイパー

ﾒｰﾀｰ内の警告灯

◎ 空気圧力計

◎ ﾌﾞﾚｰｷ･ﾊﾞﾙﾌﾞ

ｳｨﾝﾄﾞ･ｳｫｯｼｬﾀﾝｸ

ﾌﾞﾚｰｷﾘｻﾞｰﾊﾞﾀﾝｸ

バッテリ

ﾗｼﾞｴﾀｰなどの冷却装置

潤滑装置

△ファン・ベルト

灯火装置・方向指示器

◎ エア・タンク

注 ◎ 印の点検箇所は、エア・ブレーキが装着されている場合に点検して下さい。 ◎ 車検内容の判定は、下記の記号で表示する。

△ 印の点検箇所は、月1回程度の実施とする。 異常ない　　　V, 要調整　　　A, 要修理　　△, 要取替　　×,

備　考

運
転
席
で
の
点
検

エ
ン
ジ
ン
・
ル
ー

ム
の
点
検

車
の
周
り
か
ら
の
点
検

タンク内の凝水

車両管理責任者確認印

張り具合、損傷

点灯、点滅具合、汚れ、
損傷

空気圧

亀裂、損傷

異常な摩耗

溝の深さ

排気音

液量

傷・へこみの確認

各種警告灯の点灯・点
滅の有無

車 両 管 理 業 務 運 行 前 点 検 表

引きしろ（踏みしろ）

噴射状態

拭き取りの状態

運行において異常が認
められた箇所の確認

その他

前 日 の 異 常 箇 所

点 検 者点　検　箇　所

当 該 箇 所 の 異 常

踏みしろ、ﾌﾞﾚｰｷの利き

原動機（ｴﾝｼﾞﾝ）

タイヤ

水量

ｴﾝｼﾞﾝ･ｵｲﾙの量

空気圧の上がり具合

かかり具合、異音

低速、加速の状態

液量

液量

ホイールナットの締まり
具合、またはタイヤのガ
タつき
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